



















３．今後取組むべき施策の主な視点





１．はじめに





食の安全･安心大阪府民会議からの提言


―――大阪府食の安全・安心推進条例（仮称）制定にあたって―――

















（１）健康への危害の未然防止、拡大防止


○生産段階からの安全・安心確保のため、食品衛生部門と農林部門がいっそう連携を強化して取り組み、食品衛生法の規制が及ばない生産段階の農林水産物についても安全・安心を確保する手立てを講じること


○健康被害の拡大防止のため、危害の発生と食品等に一定の蓋然性が認められる場合に、専門家の助言も得て、早期に情報提供できる仕組みを確立すること


○自主回収報告制度を創設し、事業者自ら、食品衛生法違反やそのおそれがあるとして、自主的に食品等を回収する場合、保健所に届け出ることを義務化することにより、府民への情報の提供と回収の迅速化を図ること


（２）リスクコミュニケーション


リスクコミュニケーションを推進するために、行政、事業者、消費者が情報を交換し、共有する施策を充実させること。府民からの「施策の提案」などについても規定するかどうかを検討すること


（３）情報収集と情報提供


食の安全に関わる情報を一元的に管理、分析し、府民にわかりやすいものとして発信するよう、機能の充実を図ること


（４）事業者の取組み促進・大阪らしい取組みの推進


民間主導型の顕彰制度や認証制度などを創出して、事業者の食の安全・安心の取組みを促進するよう更に検討すること























○食の安全・安心推進のための総合的な計画策定


○生産から販売までの一貫した監視指導体制の強化


○関係部局が協力して食品表示の適正化を推進すること


○食の安全・安心のための調査研究の推進


○食の安全を脅かす危機には、関係部局が連携して緊急時の体制を整備すること


○食育等を通じて、府民の食の安全・安心についての理解を深めること


○食品衛生行政を担う保健所設置４市の協力を得て、府域全体の食の安全・安心を高める取組みを進めること


○審議機関など専門的な意見を取り入れる仕組みの検討








４．その他の必要な施策等











「食の安全・安心大阪府民会議」は、大阪府から食の安全・安心推進条例（仮称）を制定するにあたっての検討の要請を受けて、「条例検討委員会」（座長  林　郁　他委員17名）を設置し、提言をまとめた。


























食の安全・安心を推進し、府民の健康を守ることを目的とし、食を取り巻く様々な課題（自給率、廃棄・食べ残し、文化等）を踏まえつつ、府民の自主性を尊重し、食のまち大阪にふさわしい条例を目指し、検討を行った。この提言が尊重され、反映されるように期待する。














２．基本的な考え方





基本的な考え方として、


○府民の健康の保護がもっとも重要であること


○生産から消費に至るすべての段階で、一貫して、食の安全・安心の取組みがなされるべきであること


○事業者（生産者、製造者、流通業者、販売者、外食産業等）の自主的な取組みが重要であり、行政、事業者、府民がそれぞれの責務や役割を認識し、協力して食の安全・安心を確保すること


○リスク分析の考え方を取り入れ、科学的な根拠に基づく施策と、リスクコミュニケーションの充実を図ること


などを明記すべきである。





食品安全基本法の制定、食品衛生法の改正等を踏まえ、それらの基本的な考え方を府の施策に具体的に取り入れ、食の安全・安心に係る施策のいっそうの充実を図るための条例とする。














「リスク分析」とは


食品にはリスクが存在することを前提として、科学的に評価（リスク評価）し、それに基づいた施策（リスク管理）を行う。評価や施策の実施にあたっては、行政や消費者、事業者との意見交換を十分に行い、評価や施策に反映させていく（リスクコミュニケーション）という考え方。











【概要】











